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広域系統長期方針の策定について
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第３回委員会資料（一部追記）

 今回ご議論いただきたい事項

１．長期方針の取りまとめに向けた検討の進め方

２．電力潮流シミュレーションの前提

 今回ご報告事項

１．過去の需給実績

２．広域連系系統の運用状況

３．風力・太陽光の導入状況等



3長期方針の取りまとめに向けた検討の進め方（案）

第３回委員会資料（赤字部分追記）

 長期方針の策定の方向性において整理した「３つの軸」に関して、次頁以降の進め方で検討する。

長期方針の策定の方向性

広域運営の拡大によって、我が国の電力供給における３Ｅ＋Ｓの実現に貢献する。
このため、次に挙げる３つの軸から、広域連系系統の長期的な整備方針を取りまとめる。

Ⅰ 電力系統利用の円滑化・低廉化
○ エネルギーミックスに基づく電源導入等を円滑かつ低廉なコストで実現する
○ 電力市場の活性化に寄与する

Ⅱ 適切な信頼度の確保
○ 系統の役割に応じた適切な供給信頼度を提供する
○ 大規模災害等の緊急時にも電力供給に対する要求を満足する

Ⅲ 電力流通設備の健全性確保
○ 老朽化が進む流通設備の確実かつ効率的な設備更新を計画的に推進する

※ 以上の３つの軸に沿って適切に設備形成・運用されている状態が広域連系系統の「あるべき姿」

●このあるべき姿の実現に向けた考え方を具体化していくために、将来（１０～２０年程度）の広域連系系統の電力潮
流シミュレーションや、流通設備の経年・更新情報等を調査することで、系統の長期的な課題を探る。

●その課題に対し、系統整備等どのような対応を採るべきかを考察し、長期方針として取りまとめる。
●対応の検討に当たっては、電力関連技術の開発動向や電力需要構造の変化も的確に踏まえたものとする。
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Ⅰ 電力系統利用の円滑化・低廉化
○ エネルギーミックスに基づく電源導入等を円滑かつ低廉なコストで実現する。

長期方針の取りまとめに向けた検討の進め方（案）

１．検討内容

長期エネルギー需給見通しの電源構成を、低廉なコスト
で実現可能な広域連系系統の整備案を検討する。

２．主な課題

風力発電及び太陽光発電は、エリアの下げ代不足や調
整力不足等により周波数や需給運用などへ影響を及ぼ
すことが懸念されるため、系統の状況に応じた出力制御
を前提に接続している。長期エネルギー需給見通しの導
入量を実現するためには、連系線の活用、出力抑制によ
る対応、蓄電池等の対策を検討する必要がある。

風力発電（陸上風力）の適地は、北海道及び東北エリアに
偏っている。長期エネルギー需給見通しの導入量を実現
するためには、エリア内系統及び広域連系系統の増強等
の対策を費用対効果を踏まえ検討する必要がある。

連系線の活用（広域周波数調整等）のために必要な連系
線利用の在り方等を踏まえ、広域連系系統の増強量を検
討する必要がある。

３．進め方

長期エネルギー需給見通しを踏まえた電源のシナリオを
設定し、広域連系系統の電力潮流シミュレーションを行い、
将来のエリア間の潮流状況を把握する。

長期エネルギー需給見通しの導入量を実現可能な広域
連系系統の増強コスト等を比較検討する。

長期エネルギー需給見通し

出典：長期エネルギー需給見通し関連資料
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Ⅰ 電力系統利用の円滑化・低廉化
○ 電力市場の活性化に寄与する。

長期方針の取りまとめに向けた検討の進め方（案）

１．検討内容

広域メリットオーダーによる燃料費の抑制を、低廉なコ
ストで実現可能な広域連系系統の整備案を検討する。

２．主な課題

連系線の運用容量の制約により、市場取引において広
域メリットオーダーの実現が阻害される場合がある。

広域メリットオーダーの実現に必要となる増強量に加え、
連系線利用者が相対契約により利用できる容量を確保
するべきか。

３．進め方

電源のシナリオを設定し（長期エネルギー需給見通しを
踏まえる）、広域メリットオーダーに従った広域連系系
統の電力潮流シミュレーションを行い、将来のエリア間
の潮流状況を把握する。

連系設備の運用容量の制約有無による燃料費の差を
把握する。

広域連系系統の制約を解消するために必要な増強に
要するコストを概算し、燃料費の差を解消することによ
る発電コスト抑制効果と比較検討する。

出典：第５回制度設計WG 資料４－３
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Ⅱ 適切な信頼度の確保
○ 系統の役割に応じた適切な供給信頼度を提供する。

長期方針の取りまとめに向けた検討の進め方（案）

１．検討内容

広域連系系統の個別の整備計画が、適切な供給信頼度
を満たしているか検討する。

２．主な課題

連系線の運用容量算出にあたっての課題について整理
する必要がある。

供給区域間での予備力の共有化や周波数異常時の対
応等の観点から連系線に期待される役割について、送
配電事業者が確保する調整力の在り方等を踏まえ、整
理する必要がある。

再生可能エネルギーの導入拡大等に伴う連系線の活用
（広域周波数調整等）のために必要な連系線利用の在り
方を検討する必要がある。

今後の広域連系系統に期待されうる供給信頼度の考え
方として考慮する事項があるか。

現状のように、厳しい需給状況が平時において続く場合
であっても、安定供給を確保し得る広域連系系統につい
て検討する必要がある。

３．進め方

連系線の運用容量算出にあたっての課題については、
本機関の「運用容量検討会」において検討中。

連系線に確保するマージンの考え方については、本機
関の「調整力等に関する委員会」において検討中。

個別の整備計画の詳細検討において、電力系統を安定
的に運用するための制約要因を考慮した計画を策定。 出典：第１回調整力に関する委員会 資料６－２

出典：第１回運用容量検討会 資料３



7長期方針の取りまとめに向けた検討の進め方（案）

１．検討内容

大規模災害等により複数の電源の同時停止な
どが生じた場合に、広域的な電力需給や火力増
出力運転、自家発余剰活用等の対策による電
力供給の対応力を検討する。

２．主な課題

第９回需給検証小委員会において、３００万ｋＷ
までのＦＣ増強の必要性について再確認され、
当機関において増強の具体的な実施に向けた
プロセスを開始した。

３００万ｋＷ超については、エネルギーミックス等
を踏まえた地域間連系線の全体の今後の在り
方の中で検討する必要がある。

３．進め方

大規模災害発生時の需給状況をシミュレーショ
ンし、電力供給の対応力を検討する。

大規模自然災害による複数電源の同時停止な
ど、稀頻度リスクの対応の考え方については、
本機関の「調整力等に関する委員会」と連携し
て検討する。

Ⅱ 適切な信頼度の確保
○ 大規模災害等の緊急時にも電力供給に対する要求を満足する。

第１０回電力需給検証小委員会 資料９

＜東日本大震災の実績等を加味した必要性の再検証＞

第９回電力需給検証小委員会 資料６



8長期方針の取りまとめに向けた検討の進め方（案）

Ⅲ 電力流通設備の健全性確保
○ 老朽化が進む流通設備の確実かつ効率的な設備更新を計画的に推進する。

１．検討内容

老朽化が進む流通設備の確実かつ効
率的な設備更新を計画的に推進する
ために、長期方針の策定において考慮
すべき事項を検討する。

２．主な課題

今後、広域連系系統の経年が進み、
大量の設備更新が必要になる。

３．進め方

広域連系系統の経年状況等を把握す
る。

確実かつ効率的な設備更新の計画的
に推進に向けて長期方針の策定にお
いて考慮すべき事項を検討する。

個別の整備計画の詳細検討において、
必要により経年状況等を考慮した計画
を策定する。

出典：マスタープラン研究会中間報告書 参考資料集



9電力潮流シミュレーションの前提：モデルの選択

 大別すると、以下のようなモデルと得失が考えられ、シミュレーションのインプットの粒度等を踏まえ、モデルを選択
する必要がある。

 当面は、マクロ的な検討に主眼を置くため、③をベースにシミュレーションを行う。

①時系列 ②デュレーション（詳細） ③デュレーション（概略）

時間粒度 １時間断面×8760 １時間断面×8760 複数断面

イメージ

4/1 0時 ・・・・ 3/31 24時 1 ・・・・ 8760 1 ・・・・ 8760

入力条件 ・時系列の時間毎の需要（8760時間）
・時系列の時間毎の再エネ出力
・電源の最大最低出力
・揚水式貯水池容量 等

・需要デュレーション（8760時間）
・電源の最大最低出力 等

・特定断面の需要
・電源の最大最低出力 等

算定結果 ・時系列の時間毎の電源稼働状況

（日々の運用を考慮（起動停止、揚水
式水力の発電等））

・時間毎の電源稼働状況
（日々の運用未考慮）

・特定断面の電源の稼働状況

（上記を基に年間の稼働状況を概
算）

得失 △適切な前提条件を詳細に設定する
必要がある。
△適切に算定できるツールが必要。

○適切な条件・ツールがあれば相対
的に実運用に近い結果が得られる。
（表計算ソフトにより算定する場合は計算
量が非常に多く、前提条件の付与も限
定的となる。）

△季節、時間帯による発電特性の反
映が難しい。
△実運用との乖離による誤差が生じる。

△表計算ソフトにより算定する場合は
計算量が多くなる。

△同左

△断面が限られるため、前提条件の
違いによる誤差が大きくなる。

○表計算ソフトにより比較的簡易に算
定できる。

シミュレーションモデルの得失



10電力潮流シミュレーションの前提：電源のモデル

 電源は、電源種別毎の合計値をエリア毎にモデル化する。

 需要に対して、発電単価が安い順に電源を割り当てる。

 固定費は埋没費用（サンクコスト）として扱い、限界費用（燃料費）のみでメリットオーダーにより割り当てる。

 発電機の変化速度、起動停止、マストラン電源等の実運用上の制約条件は考慮しない。

＜北海道エリア＞

最大出力 最低出力 発電単価

一般水力

揚水式水力

風力

太陽光

地熱

バイオマス

ＬＮＧ火力

石炭火力

石油火力

原子力

＜東北エリア＞

最大出力 最低出力 発電単価

一般水力

揚水式水力

風力

太陽光

地熱

バイオマス

ＬＮＧ火力

石炭火力

石油火力

原子力

＜東京エリア＞

最大出力 最低出力 発電単価

一般水力

揚水式水力

風力

太陽光

地熱

バイオマス

ＬＮＧ火力

石炭火力

石油火力

原子力

＜中部エリア＞

最大出力 最低出力 発電単価

一般水力

揚水式水力

風力

太陽光

地熱

バイオマス

ＬＮＧ火力

石炭火力

石油火力

原子力

＜北陸エリア＞

最大出力 最低出力 発電単価

一般水力

揚水式水力

風力

太陽光

地熱

バイオマス

ＬＮＧ火力

石炭火力

石油火力

原子力

＜関西エリア＞

最大出力 最低出力 発電単価

一般水力

揚水式水力

風力

太陽光

地熱

バイオマス

ＬＮＧ火力

石炭火力

石油火力

原子力

＜中国エリア＞

最大出力 最低出力 発電単価

一般水力

揚水式水力

風力

太陽光

地熱

バイオマス

ＬＮＧ火力

石炭火力

石油火力

原子力

＜四国エリア＞

最大出力 最低出力 発電単価

一般水力

揚水式水力

風力

太陽光

地熱

バイオマス

ＬＮＧ火力

石炭火力

石油火力

原子力

＜九州エリア＞

最大出力 最低出力 発電単価

一般水力

揚水式水力

風力

太陽光

地熱

バイオマス

ＬＮＧ火力※

石炭火力

石油火力

原子力

※必要により、熱効率により区別する。（コンバインドサイクル、コンベンショナル等）



11電力潮流シミュレーションの前提：連系線のモデル

 連系線の運用容量、マージンは現状の考え方により設定する。

 実際には相対契約により連系線は利用されるが、シミュレーションにおいては考慮しない。

（取引所が十分に活用される場合には、30分毎の各コマにおいて、エリアを超えた需給の経済的なマッチングが取引
所を介して行われることにより、広域メリットオーダーの実現に近づくものと考えられる。）

連系線
運用容量 マージン

順方向 逆方向 順方向 逆方向

北海道東北間

東北東京間

東京中部間

中部関西間

中部北陸間

北陸関西間

関西中国間

関西四国間

中国四国間

中国九州間

＜留意点＞

上記のモデルは、いわゆる「プール市場」のように集中的な場で電力取引が行われる状況に類似したシミュレーションとなるが、実際には卸電力市場において
相対取引も重要な役割を果たすことが期待されるところ、実際の取引とは差が生じることは前提として留意が必要である。これはある限定された側面から電力
市場を概観するための、シミュレーションを行う上での仮想的条件であって、プール市場の導入や全国各地域を統合した需給運用を推奨するものではない。
またエリア間の電力流通についても必ずしも取引所を経由して行われるのみでなく、相対契約によるエリアを超えた卸取引も、同様の機能・効果を期待される
ものである。そのような取引が活発に行われるようになった場合には、必ずしも取引所を介した流通量が十分でなくとも、広域メリットオーダーの実現に近づい
ていく可能性はある。



12（参考）長期方針のシナリオの考え方（電力需要）

 電力需要は「現状横ばい」を基本シナリオとする。（次回以降の委員会で議論）

＜考え方＞

• 長期エネルギー需給見通しにおいては、徹底した省エネの推進（△１７％）を行い、２０３０年度の時点の電力需要
を２０１３年度とほぼ同じレベルまで抑えることを見込んでいる。

• 徹底した省エネは政策的に誘導されるものと考え、電力需要は「現状横ばい」を基本シナリオとし、必要により「現
状より増加」するシナリオを分析する。

長期エネルギー需給見通し

出典：長期エネルギー需給見通し関連資料



13（参考）長期方針のシナリオの考え方（再生可能エネルギー）

 再生可能エネルギーは、長期エネルギー需給見通しにおける導入量を見込む。（次回以降の委員会で議論）

＜考え方＞

• 長期エネルギー需給見通しにおいて、各電源の個性に応じた再生可能エネルギーの最大限の導入を行う観点か
ら自然条件によらず安定的な運用が可能な地熱、水力、バイオマスにより原子力を置き換えることを見込んでいる。
また、自然条件によって出力が大きく変動し、調整電源としての火力を伴う太陽光、風力は、国民負担抑制とのバ
ランスを踏まえつつ、電力コストを現状よりも引き下げる範囲で最大限導入することを見込んでいる。

• 再生可能エネルギーは、地域の自然条件等により導入量が偏在するため、導入見込み量や設備認定量等に基づ
き、各エリアへの導入量を算定する。

長期エネルギー需給見通しにおける再生可能エネルギーの導入量

種別
設備容量（万kW）

2030年断面 現状

地熱 約140～約155 52

水力 4,847～4,931
2,056（一般）
2,594（揚水）
4,650（計）

バイオマス 602～728 252

風力（陸上） 918 約270

風力（洋上） 82

太陽光（住宅） 約900 約760

太陽光（非住宅） 約5,500 約1,340

注：長期エネルギー需給見通し関連資料から作成

出典：長期エネルギー需給見通し関連資料



14（参考）長期方針のシナリオの考え方

連系可能
量を考慮
しない導
入見込み
量

連系可能
量

風力
シナリオ
①

風力
シナリオ
②

北海道 約300 56

東北 約587 200

東京 約47 設定なし

中部 約45 設定なし

北陸 約19 45

関西 約37 設定なし

中国 約67 100

四国 約51 60

九州 約97 100

沖縄 約2.5 2.5

計 約1,250 －

 長期エネルギー需給見通しにおける導入量を踏まえた電源のシナリオを設定する。
（具体的には次回以降の委員会で議論）

単位：万kW

太陽光
シナリオ
①

太陽光
シナリオ
②

単位：万kW

風力発電

太陽光発電
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凡例 エリア 1
過不足 1,323
限界費用 12.1
★：空容量超過 ↓★

1,323
5 2

3,512 7 2,941 428 728 8,932
9 →★ -781 → 6 ← 12.1 15.0
3,512 15.0 -3,707 ↓ ↓★
15.0 210 ↑ 15.0 300 10,255

8 → → 4 → 3
1,610 1,400 1,063 -117 1,246 -11,501
12.1 15.0 15.0

（参考）電力潮流シミュレーションのイメージ

 連系線に制約がある状況及び連系線に制約がない状況におけるメリットオーダーに従った電力需給をシミュレー
ションし、連系線潮流や燃料費差等を分析する。

連系線に制約がない場合のエリア間の電力潮流

連系線に制約がある場合のエリア間の電力潮流
入力値の設定により結果が大きく
変わりうることに留意が必要。

• 燃料費差：○○百万円

凡例 エリア 1
過不足 215
限界費用 8.5
★：空容量超過 ↓

215
5 2

2,780 7 2,897 428 728 5,035
9 → -93 → 6 ← 12.1 8.5
2,780 15.0 -3,612 ↓ ↓
8.5 210 ↑ 15.0 300 5,250

8 → → 4 → 3
1,610 1,400 1,114 986 2,400 -7,650
12.1 15.0 17.1



16（参考）長期方針のアウトプット及び定量評価のイメージ（案）

 長期方針のアウトプットは、以下のイメージ。

ＡエリアからＢエリアの広域連系系統 ＣエリアからＤエリアの広域連系系統 ＥエリアからＦエリアの広域連系系統

• 連系線の増強によるメリットが大きいと
考えらえれる場合

定量評価結果イメージ（数値はイメージ）

• 連系線の増強によるメリットが大きくない
と考えられる場合

• 連系線の増強によるメリットはないと考
えられる場合



17広域系統長期方針の策定スケジュール

検討事項
H27 年度

4月 5月 6月 7月～9月 10月～12月 H28/1月～3月

広域系統整備委員会

策定の方向性確認

必要な各種情報の収集

定量評価
（モデルによる分析）

あるべき姿・実現に向けた
考え方の検討・取り纏め

関連事項

◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇

供計▽
取りまとめ

政策方針、社会的要請の調査

プロセス▽
指標確認

プロセス▽
指標確認

プロセス▽
指標確認

※提起案件
は都度確認

※必要に応じ事業者への聴取、諸外国の状況調査を行う

プロセス▽
指標確認

需給の実績、広域連系系統の設備・運用状況、従来計画
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＜参考１＞過去の需給実績
これまでの電力需給の推移

 1990年代前半まで需要は順調に伸びており、それに合わせ設備を開発し供給力を確保。

 1990年代後半以降は需要は伸び悩み、東日本大震災でさらに減少。

 FIT導入（2012.7）以降は、再エネ（特に太陽光）により需要に対する設備量が増加傾向。

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

夏季H3最大発生月における電力需給の推移（1980～2014 9社合計）

予備率

年度末設備量

供給力（送電端）

最大3日平均電力需要（送電端）

冷夏

冷夏
冷夏

原子力不祥事 新潟中越沖地震

東日本大震災（万kW）

需
要
・
供
給
力
・
年
度
末
設
備
量

供
給
予
備
率

冷夏

安定成長期 経済変革期（失われた20年）

バブル景気 いざなみ景気

アベノ

ミクス
リーマンショック

★

再エネ設備量ベース

出典：電力需給の概要（資源エネルギー庁）、電力需給の明細書（日本電力調査会）
再エネ設備量ベースについては、広域機関にて試算
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＜参考２＞広域連系系統の運用状況
長期連系線利用計画について（2024計画）

 2024年度における連系線利用計画は下記の通り。

凡例 エリア 北海道

潮流方向

潮流値(空容量)

↓

24(76)

北陸 東北

2779(1) 中国 2,800(800) 89(1,211)

九州 → → 関西 →

↓ ↓

54(1446) ↑ 275(25) 4,800(0)

四国 → → 中部 → 東京

1,330(70) 723(1,377) 300(0)

2,779

過不足 24

4,776

-5,100

186

-698

-3,318

-53

1,384
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＜参考３＞風力・太陽光の導入状況等
① 連系可能量について

 第8回新エネルギー小委員会において、一般電気事業者7社（北海道・東北・北陸・中国・四国・九
州・沖縄）の風力・太陽光の接続可能量が確定。

 その後、再生可能エネルギーを最大限導入するための省令改正が実施され（出力制御ルールの変
更等、1/26施行）、各社接続に向けた協議を再開。四国・沖縄については接続可能量の拡大につい
ても公表。

北海道 東北 北陸 中国 四国 九州 沖縄

風力接続可能量
（万kW）

56 ※1 200 ※1 45 ※1 100 60 ※1 100 2.5

太陽光接続可能量
（万kW）

117 552 110 558 219 817 35.6

※1 風力接続可能量は、地域間連系線活用による実証分を踏まえたもの（北海道：20万kW 東北：40万kW 北陸：30万kW 四国：20万kW）。

【各社風力・太陽光接続可能量（第8回新エネルギー小委員会資料より）】

北海道 東北 北陸 中国 四国 九州 沖縄

太陽光接続可能量
（万kW）

- - - -
257

(+38)
-

49.5
(+13.9)

【省令改正に伴う接続可能量の見直し状況（第12回新エネルギー小委員会資料より）】
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＜参考３＞風力・太陽光の導入状況等
② 導入状況と接続可能量の関係について

 平成27年3月末時点で、全国合計で風力482万kW（既導入量286万kW、未導入量196万kW）、太陽
光8,758万kW （既導入量 2,306万kW、未導入量6,452万kW ）がFITの設備認定を取得済み。

 太陽光については、接続可能量を設定している7社について設備認定量が接続可能量を超過してい
る。

注） 風力接続可能量は、地域間連系線活用による実証分を踏まえたもの
（北海道：20万kW 東北：40万kW 北陸：30万kW 四国：20万kW）。
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